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長寿医療研究開発費 平成２２年度 総括研究報告 

 

老年疾患コホート研究を含む高齢者医療（医療技術、チーム医療等を含む。）の 

標準化、治療データベース構築等に関する研究（２１指－１） 

 

主任研究者 細井 孝之 国立長寿医療センター 臨床研究推進部（部長） 

 

研究要旨 

老年疾患データベースと高齢者医療の標準化について多面的な研究を行った。 

①老年疾患コホート研究のデザインと実行：老年疾患データベースの評価項目とエン

ドポイントを設定し専門の調査員を養成し、縦断的調査を開始した。②医療情報学か

らみた老年疾患データベースの検討：データ入力環境および臨床研究への二次利用

について検討した。③老年疾患データベースの全国展開に関する検討：骨粗鬆症に

関する全国的データベースや大学病院におけるもの忘れセンターのデータベースを

運用、さらには地域連携の在り方について検討した。④長寿ドックにおけるデータの充

実：長寿ドックで得られるデータを量・質とも充実させ、ＣＧＡやサルコペニアの指標と

の関連等について解析した。⑤高齢者医療における看護技術の標準化に関する検

討：専門看護グループに対する調査内容をふまえて、「高齢者看護ガイド」を作成した。

これに対する利用者の調査を行い、改訂版を作成した。⑥高齢者医療におけるチー

ム医療の在り方に関する研究：当センタースタッフを対象とするアンケート調査を行っ

た。さらに医師・看護師・薬剤師による短時間の合同カンファレンスを行い有用

性と問題点を検討した。⑦高齢者の退院時服薬指導の有効性に関する調査研究：

高齢者の服用薬剤・服薬管理状況などとその後の服用薬剤の変化・副作用発現・原

疾患の変化などを調査し、高齢者における退院時服薬指導の新しい方法論を確立す

るための調査を行った。 

 

主任研究者  

細井 孝之 国立長寿医療センター 臨床研究推進部（部長） 

分担研究者 

 遠藤 英俊 国立長寿医療研究センター 内科総合診療部（部長） 

森 聖二郎 東京都健康長寿医療センター 臨床研究推進センター（部長） 

木村 通男 浜松医科大学附属病院 医療情報部（教授） 

神﨑 恒一 杏林大学医学部高齢医学（教授） 

徳田 治彦 国立長寿医療研究センター 臨床検査部（部長） 

佐竹 昭介 国立長寿医療研究センター  

認知症先進医療開発センター 在宅医療研究室（室長） 
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野上 宏美 国立長寿医療研究センター（副看護部長）（平成２１年度） 

北村 忍  国立長寿医療研究センター（副看護部長）（平成２２年度） 

古田 勝経 国立長寿医療研究センター 薬剤部（副薬剤部長） 

 

A. 研究目的 

  本研究は、高齢者に対して全国の医療現場において実施されている医療内容、そ

の後の経過等の実態を把握し、治療の効果や個々の高齢者に対して効果的な治療

技術の選択のための分析を可能とする情報をデータベース化し、広く医療現場に還

元することを目的とする。入院を起点とする老年疾患コホートを構築し、データベース

化する(仮称「老年疾患データベース) 。これを用いて、再入院、施設入所、死亡など

のエンドポイントに寄与する要因等について解析する。この解析では、国立長寿医療

センターが有する高齢者を対象とした健康診断(長寿ドック等)のデータを活用する。 

以上のようにして構築され運用される老年疾患データベースをもとに全国展開可能

なデータベースシステムに発展させ、全国の医療現場における高齢者医療の実態を

把握することも検討する。その際、すでに全国展開している高齢者疾患に関するデー

タベース構築活動である骨粗鬆症に関するデータベース研究や地域高齢者コホート

研究の運用をとおして得られるノウハウも活用する。 

 本研究では高齢者医療の実態に関する調査研究を推進すると同時に、高齢者医療

において欠かせないチーム医療や看護技術の開発、さらには高齢者の服薬指導の有

効性に関する調査研究もあわせて行い、高いレベルで標準化された高齢者医療の普

及をめざすものである。 

 

B. 研究方法 

①老年疾患コホート研究のデザインと実行(遠藤) 

高齢者医療では、高齢者総合機能評価（ Comprehensive Geriatric 

Assessment ; CGA）の重要性はいうまでもないが、老年疾患の予後をフォロ

ーアップしたコホート研究はそれほど多くはない。その理由は老年疾患が多

病かつ多様であり、また高齢者が退院後介護施設などに入所することもあり、

退院後の経過観察ならびに縦断的予後調査は十分ではない。そこで本研究で

は老年疾患について、入院時、退院時に CGA を行い、長期的に予後の経過を

みるシステムの構築を行うこととした。初年度は対象者、調査項目、追跡方法

の立案をするとともに、CGA等の調査項目に関する専門の調査員を養成した。 

 平成 22 年度は、外来、入院、退院時において経時的に CGA 検査した症例につ

いて検討した。何らかの原因で入院し、退院後６か月に調査できた対象者は

27 名であった。入院時、退院時に CGA を行い、退院後、3 か月後、6 ヶ月後に

追跡できた者を対象とした。 
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（倫理面への配慮）本研究は基本的に患者の入院、外来の日常臨床に基づく

データを収集した、介入のない振り返り調査が主体である。ただし主たるデ

ータは個人情報を非特定化して、研究発表、研究報告にあたっては個人情報

の保護に留意した。従って対象者の身体的・精神的な不利益になる可能性は

ない。さらに入院時の疾患数と３か月後の疾患数の調査と退院時の薬剤数と

３か月後の薬剤数を調査した 

 

②医療情報学からみた老年疾患データベースの検討(木村)： 

病院における診療情報には病院診療システムに診療の現場で入力されていくもの

とそれ以外のものとに分けることができる。前者の中から老年疾患データベースに登

録するデータを選択し他のデータと統合するシステムを構築する初年度はこれらの統

合データを蓄積し、解析するためのアウトプットを行うことを可能にするシステムについ

て検討した。平成 2２年度は臨床情報検索データベースとして国立長寿医療研究

センターでも稼動しているＤ☆Ｄを用いた。同システムは、浜松医科大学病院

でも稼動、利活用されているものであるが、これを臨床情報検索という病院で

の業務システムとしてではなく、種々の研究に利活用するためには、連結可能

匿名化機能付加が必須である。今回、この機能を浜松医科大学病院のＤ☆Ｄに

実装することにより、本研究の主体である国立長寿医療研究センターにおいて

Ｄ☆Ｄを利活用する環境基盤整備可能の実証を目的とした。浜松医科大学病院

の臨床研究ＤＢシステムＤ☆Ｄに、匿名化モードを設定し、それが求められた

場合には検索結果は、すべて第 2 ID とした。連結可能匿名化であるため、番号

と第 2 ID 照表は別途ファイルにはき出され、検索時には明示されないものとし

た。これらの実装をおこない、実際の検索と対照表の出力をおこなう機能を検

証した。 

 

③老年病データベースの全国展開に関する検討(森、神崎)： 

本研究で開発される老年病データベースの全国展開を検討するにあたり、すでに

運営されている全国的データベースである骨粗鬆症データベース(森)や大学病院に

おけるもの忘れセンターのデータベース(神崎)の運用を通じてえられる課題を整理し

た。 

  骨粗鬆症は高齢女性に多発する疾患であり、その進行により、骨の脆弱化を

通じて骨折の発生リスクが増加する。一旦骨折が発生すると治療は長期化し、

患者の QOL や経済状況に大きな影響を及ぼすため、その予防が重要と考えられ

ている。しかしながら、診断や治療の実態を全国的に把握した報告は尐なく、

骨折の発生頻度に関しても地域をターゲットとする報告が散見されるのみとな

っている。本研究では、診断・治療および新規に発生した骨折に関する情報を
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全国的に収集するシステムを準備した上でデータベースを構築し、診断と骨折

との関連性や治療の影響を検証し、再評価する。骨粗鬆症に関する研究におい

ては東京都健康長寿医療センター骨粗鬆症外来に通院する閉経後骨粗鬆症患者

449 例を対象とした(平均年齢 75 歳、身長 148 cm、体重 47 kg)。脊椎圧迫骨折

は Genant らの椎体変形の半定量評価法に従って判定した。既存骨折は本研究

にエントリーした時点で評価、新規骨折は追跡 2 年目に評価した。腰椎ならび

に大腿骨頚部骨密度は DEXA で測定した。統計学的有意水準は p<0.05 とし、

連続変数の差の検定には unpaired t-test を、頻度の差の検定にはカイ 2 乗検定

を用いた。 

超高齢社会の到来とともに認知症患者数は急増しており、現在、医療、福祉

など多方面において認知症患者への対応が問題となっている。認知症は医学的

に解明されていない部分が多く、治療薬の選択肢も限られており、現実的には

患者家族を中心とした在宅、地域でのケアが重要である。その意味で、認知症

患者への対応は医療だけでなく、福祉、介護、看護など複数の分野の連携が必

須である。具体的には認知症患者に各職種がどのように対応するのか、またい

かに情報交換を行うかが鍵となる。医療連携は病診連携が基本であるが、認知

症においては、診療所-病院-行政（福祉・介護を含む）のトライアングルの形が

構築されないと有効な連携は成り立たない。以上の背景をふまえて、本研究で

は三鷹市、武蔵野市の専門医療機関、医師会、行政が連携組織を作り、有効な

情報交換システムを構築する。また、情報交換を行うことで、どのようなメリ

ットが生ずるかを検証する。 

 

④長寿ドックにおけるデータの充実(徳田)： 

老年疾患に関するコホート研究を遂行するためには、質の高いデータベース

の構築が必要不可欠である。国立長寿医療研究センターでは平成 18 年度より、

高齢者の心身自立阻害要因となる疾患・病態の早期発見およびこれらに対する

適切な介入により、ADL・QOL の維持および向上をその目的として、長寿人間ド

ック事業（長寿ドック）を実施している。長寿ドックの受診者については、血

液・尿検査、生理学的検査、がんの早期発見に関する検査が行われるのみなら

ず、老年疾患データベースで登録されるＣＧＡ関連指標や加齢にともなって増

加する代表的疾患である認知症や骨粗鬆症、さらには動脈硬化性疾患について

の臨床指標も検討された。また、得られた臨床情報については研究利用に関す

るインフォームドコンセントの手続きが確立しており、既にデータベースが構

築されている。一方、サルコペニアは高齢者における喫緊かつ重要な健康課題

である。そこで平成 22 年度は、長寿ドックデータベースにおけるサルコペニア

関連項目と関連する臨床指標につき検討する。 
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  具体的には、平成１８年９月～平成２２年１２月まで長寿ドック受検者のう

ち、同意の上で長寿ドックデータベースに登録された、男性：171 名(54 歳～80

歳、67.4±5.2 歳）；女性：158 名(55～81 歳、66.3±5.2 歳)について、サルコ

ペニア関連項目(上腕周囲長;上腕筋面積;上腕筋周囲長;上腕三頭筋皮下脂肪厚

)を抽出し、これらの項目と筋肉量を反映すると考えられる血清クレアチニン

(Cr)との関係について解析した。また、データベース上のその他の項目：年齢

、身長、体重、BMI、ウエスト周囲長、血圧、睡眠時間、栄養摂取量、MMSE スコ

ア、GDS15 スコア、Barthel 指数、呼吸機能検査（%VC; FVC1.0%）、聴力・視力

検査結果、頸動脈中膜厚、PWV、ABI、骨密度（腰椎・大腿骨頸部）、白血球数、

赤血球数、血色素、血小板数、総蛋白、アルブミン(Alb)、直接ビリルビン、コ

リンエステラーゼ、AST、ALT、γ－GTP、ALP、LDH、CK、AMY、グルコース、HbA1c

、総コレステロール、HDL コレステロール、LDL コレステロール、中性脂肪、尿

酸、尿素窒素（BUN）、Na、K、Cl、Ca、CRP、BNP、ビタミン群(A,B1,B2,B12,C,

葉酸)、PSA、甲状腺ホルモン（遊離 T3・遊離 T4）、サイロトロピン（TSH）およ

び骨代謝マーカー（NTx・骨型 ALP）と上腕筋面積の相関関係についても同様に

検討し、関連性の高い項目を抽出することとした。 解析には SPSS ver 17.0 を

用いた。 

 

⑤高齢者医療における看護技術の標準化に関する検討(北村)： 

高齢者看護の標準化にむけて、排泄、口腔・摂食嚥下、転倒転落、褥瘡、ターミナ

ルケア、認知症等の看護技術につい国内外の知見を整理するとともに実地診療に基

づくレベルアップを検討し標準化にむけて準備する。平成 21 年度は国立長寿医療研

究センター内におけるこれらの専門看護グループに対して、若手看護師に習得させた

い高齢者看護に関する知識や技術を調査し、それらを踏まえた、「高齢者看護ガイド」

を作成した。平成 22 年度は、このガイドの有用性を検討する調査研究をとおして、高

齢者看 

 護技術の標準化を広く展開することを目指す。平成 22 年度は当センター職員を対

象にアンケートを実施し、高齢者看護実践ガイドの改善点を探る。その結果を

「高齢者看護ガイド」の改訂に活かすとともに高齢者医療における看護技術の

標準化の観点から検討した。 

 

⑥高齢者医療におけるチーム医療の在り方に関する研究(佐竹) ： 

高齢者医療機関において、高齢者機能評価（栄養・生活活動度・高次脳機能）がど

のように実施され、どのように介入が行われているかを調査し、有機的なチーム医療介

入法を考案する。具体的には初年度に国立長寿医療研究センター職員にアンケート

への回答を依頼し、現状での各種高齢者機能評価方法 [評価項目および項目数、実
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施者、身体計測の有無、 ADL 評価の有無など]、電子カルテの有無、評価の運用と

チーム医療介入システム（各専門職との連携方法、提言内容の共有の仕方など）につ

いての質問を行った。 

 高齢者は疾患の発症とともに多様な問題を合併することが多いため、多職種協

働による総合的なマネージメントが必要である。初年度の調査結果をもとに、

平成22年度は高齢者急性期病院において効率的なカンファレンスのあり方を考

案するため、試験的に、医師・看護師・薬剤師による短時間の合同カンファレ

ンスを毎朝行った。カンファレンスの有用性と問題点を、従来のカンファレン

スと比較し、看護スタッフに対するアンケート調査から検証した。 

 

⑦高齢者の退院時服薬指導の有効性に関する調査研究(古田)： 

高齢者では生理機能の低下などから薬物排泄機能や代謝能の低下が起こり、薬物

有害事象が発現しやすい。また、認知機能の低下や服用薬剤数の増加などから薬剤

管理が困難となり期待する薬剤の効果が得られず、原疾患の悪化や治療の妨げとな

ることがある。さらには誤服用による有害事象の発生をもたらすこともある。本研究では

高齢者の服用薬剤・服薬管理状況などとその後の服用薬剤の変化・副作用発現・原

疾患の変化などを調査し、高齢者における退院時服薬指導の新しい方法論を確立す

るとともにその啓発方法について検討する。2008 年 10 月から 2009 年 9 月に国立長

寿医療研究センター中５病棟へ入院した後期高齢患者について服薬管理能力、

認知機能、お薬手帳の活用の実態などを調査し、退院時服薬指導を行った。さ

らに、退院時服薬指導を行った 66 人について、その後の処方薬剤の変化や再入

院の頻度について入院および外来患者データベースより後ろ向きに調査を行っ

た。処方薬剤および再入院の頻度については、2011 年 2 月までを調査期間とし、

眼科の白内障手術目的入院と歯科の抜歯目的入院は除外した。 

 

（倫理面への配慮） 

 老年疾患データベースの運用の構築と運用においては個人情報の保護に努め、万

全の体制をとる。 

 

C. 結果と考察 

①老年疾患コホート研究のデザインと実行(遠藤) 

 老年疾患データベースの評価項目項目として、生化学データ、栄養調査、ADL、

IADL、運動機能、簡易認知機能、QOL、疾患の有無、治療効果、使用薬物、受診医

療機関、医療費調査（一部）などを評価項目とし、エンドポイントは再入院、入所、死亡

（死因調査）とすることにした。また、専門の調査員(看護師)を養成し、入院患者に対

するCGAの施行を開始した。初年度はパイロット的に限定した病棟ならびに診療科で
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パイロット的に CGA を施行し、さらに全病院的に展開していくための検討材料が得ら

れた。 

 平成２２年度の前向き研究によって、入院時の Bartel Index を指標とした場

合の入院時にハイスコアであれば、6 か月以内の再入院率、死亡率、施設入所

が低く、Barthel Index が 30 点以下であれば、死亡率、再入率が高いことが

示された。また疾患別の分析では心不全、低栄養、肺炎は入院中の死亡率や

再入院率が高いことが示された。さらに、入院時と３か月後の疾患数が増加

し、退院時に比べ、３か月後には薬剤数は増加した。本研究では CGA を用い

て老年疾患のコホート研究を行うという観点からはそのシステム構築を行っ

た。今後の課題としては病気や、介入方法を明確にすることであり、QOL の向

上や、再入院率について、詳細に検討が必要である。しかしながら退院後の

フォローアップの方法が課題である。しかしながら、ADL 別、疾患別の予後調

査研究は有意義であり、今後さらに例数をふやして因子分析等について検討

する必要があると考えられた。 

 

②医療情報学からみた老年疾患データベースの検討(木村) 

病院診療システムがもつデータの属性を分析し、将来の病院情報システム（電子カ

ルテ化を含む）を念頭においデータ入力環境の整備について検討し、Net PC でのデ

ータ入力システムの試作と試用をおこなった。さらに、病院情報を臨床研究に二次利

用するためのシステムについて検討し、導入に向けての準備をおこなった。 

 D☆Dの実装は実現し、検索結果には第 2 ID が表示されるのみとなった。対照

表の作成は、一つの検索セッションごとにおこなうものとし、過去の匿名化に

よる対照表の追記はおこなうべきではないが、その運用が煩雑になり、検索が

痛痒なくおこなえるかが懸案事項であった。しかし、この点もほとんど通常時

との差を感じることなく運用することが確認された。 

 通常の倫理審査で求められる、匿名化データと対照表との別所での保存は、

人手での分離によって実現されることが事実である。これを自動的に別コンピ

ュータにはき出す仕組みを開発しても、結局そのコンピュータと検索データベ

ースはネットワークで結合されており、紙運用で実現できる分離は情報システ

ムだけでは実現できない点は指摘しておく必要がある。 

 これをより確実に実施するには、対照表はき出し時にその場で暗号化を実施

し、そのキー（パスワード）をその場に控えた別所での保存の実施者本人に確

実に入力させる、ということなどの配慮が必要であろう。 

 臨床情報検索データベースに連結可能匿名化機能を実装することが出来た。

これにより、本研究の主体となる国立長寿医療研究センターの情報基盤整備に

ついて各種倫理基準を満たしながら行うことが可能となることが実証できた。 
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③老年病データベースの全国展開に関する検討(森、神崎) 

骨粗鬆症に関する全国的データベース(森)と地域高齢者医療ネットワーク(神崎)を

運用し、それぞれのアウトカムを追及するとともに、老年病データベースの全国展開を

検討する際の課題を抽出した。骨粗鬆症については約 1500 名のベースライン登録が

行われ、新規骨折発生をエンドポイントとした 2 年間の観察期間に入っている。 

  さらに分担研究者森による骨粗鬆症の検討では、エントリー当初、全症例 449

人のうち 42%に脊椎圧迫骨折が認められ、4%に大腿骨頚部骨折の既往が確認さ

れた。追跡 2 年目の脊椎 X 線検査により、全症例の 8%が新たな圧迫骨折を発症

したことが判明した。既存脊椎圧迫骨折の無い症例では新規脊椎圧迫骨折の発

生率は 3%であったが、既存骨折を有する症例では、新規骨折発生率は 16%と高

値を示した。  

 既存骨折罹患率を年齢別で分けて見ると、70 歳未満の症例においては 23%で

あったが、加齢とともに罹患率は増加し、70 歳以上 80 歳未満では 38%、80 歳

以上 90 歳未満では 64%、90 歳以上になると 70%の罹患率となった。骨密度を

我が国の骨粗鬆症の診断基準に基づいて、YAM70%未満の骨粗鬆症群と、

YAM70%以上の骨量減尐症ないし健常群の二群に分け、それぞれの既存骨折罹

患率を検討した。腰椎骨密度で判定する場合、YAM70%未満では既存骨折罹患

率が 43%、YAM70%以上では 41%であり、両者の間に差は認められなかった（P 

= 0.72）。一方、大腿骨頚部骨密度で判定すると、YAM70%未満の症例における

既存骨折罹患率は 55%であり、YAM70%以上の症例における 32%と比較し、有

意に高値を示した（P < 0.0001）。さらに、腰椎骨密度と大腿骨頚部骨密度の両

方を用いて総合的に判定したところ、両者とも YAM70%未満の症例では既存骨

折罹患率が 60%であり、片方のみ YAM70%未満の症例と比べ、著明な高値を示

した。年齢別で評価すると、70 歳未満の症例では新規骨折発生率は 3%であっ

たが、加齢とともに増加し、70 歳以上 80 歳未満では 5%、80 歳以上 90 歳未満

では 14%、90 歳以上になると 21%の発生率であった。腰椎骨密度で判定する場

合、YAM70%未満では新規骨折発生率は 9%、YAM70%以上では 8%と、両者の

間に差は認めなかった。一方、大腿骨頚部骨密度で判定すると、YAM70%未満

における新規骨折発生率は 12%であり、YAM70％以上の 7%と比較し、明らか

に高値を示した（P = 0.05）。 

 既存骨折罹患率の検討と同様に、新規骨折発生率を、腰椎骨密度と大腿骨頚

部骨密度の両方を用いて総合的に判定した。両者とも YAM70%未満の場合では、

新規骨折発生率は 15%であり、片方のみ YAM70%未満の症例より明らかに高値

を示した。 

 今回の検討では、高齢の閉経後骨粗鬆症患者では、腰椎骨密度よりも大腿骨

頸部骨密度の方が、新規脊椎圧迫骨折のリスクを正確に反映すると考えられた。
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腰椎骨密度は加齢にともなう変形性関節症の影響を受けやすく、変形性関節症

による関節面の骨硬化あるいは骨棘形成などにより、骨密度の値が実際の海綿

骨の骨粗鬆症の程度よりも高くなってしまう。このため、腰椎骨密度が骨強度

を正確に反映しなくなると考えられる。この点、大腿骨頸部骨密度は比較的、

変形性関節症の影響を受けにくいので、高齢者においては、骨折リスク評価の

みならず、骨粗鬆症の診断自体も、可能な限り腰椎骨密度と大腿骨頸部骨密度

を総合的に判定することが望まれる。 

 さらに、既存・新規骨折とも、脊椎圧迫骨折の頻度は加齢とともに増加してい

た。また、既存の脊椎圧迫骨折を有する症例の新規圧迫骨折発生率は 16%であ

り、既存骨折を有さない症例の 3%に比較して明らかに高値であった。加齢にと

もない骨折頻度が増加すること、既存骨折があると新規骨折のリスクが増大す

ること、これらは従来からの知見と合致する結果といえる。今後の検討課題と

しては、骨粗鬆症治療薬服用の有無、薬剤の種類、治療期間、骨粗鬆症以外の

合併症の有無、合併症に対する治療内容、喫煙・飲酒の有無、日常生活活動度

など、既に情報収集した各種因子の影響についても検討を進めるとともに、脊

椎圧迫骨折のみならず、大腿骨頸部骨折についても同様の検討を加えていく必

要がある。 

杏林大学病院もの忘れセンターに通院中の高齢者を対象として総合機能評価(ＣＧ

Ａ)を行いデータベースを構築し、ADＬ低下の要因について分析をおこなった。男女

それぞれについて独立関連要因が抽出され、全国的データベースによる検証が今後

の研究課題として浮かび上がった。 

診療所-病院-行政（福祉・介護を含む）の連携として、①かかりつけ医もし

くは相談医として三鷹市、武蔵野市各医師会に所属する診療所、②専門医療機

関として杏林大学病院もの忘れセンター（外来と入院）、吉岡リハビリテーショ

ンクリニック（外来）、井之頭病院（入院）、長谷川病院（入院）、武蔵野赤十字

病院（武蔵野市）、③在宅相談機関として三鷹市、武蔵野市各行政、地域包括支

援センター、在宅支援センターが任にあたり、それぞれから表のようなメンバ

ーでワーキンググループ（三鷹・武蔵野認知症連携を考える会 WG）を構成した

（代表：神﨑 恒一）。ワーキンググループのメンバーは 2 ヵ月に 1 回一堂に会

し、連携会議を継続している。 

主な課題は次の通り、 

1. 医師会-専門医療機関間の依頼状ならびに報告書の書式作成（認知症の経過

観察に必要な認知機能その他の神経心理検査、ADL、認知症の病期、MRI, SPECT

の画像所見、診断名、治療方針などを含む） 

2. 医師会-在宅相談機関間の情報交換シートの作成（①家族記入用相談事前チ

ェックシート、②在宅相談機関→医師会用相談シート、③医療機関→在宅相談
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機関用連絡シート） 

3. 武蔵野市、および三鷹市医師会内での認知症診療対応可能診療所リストの作

成（受け入れ可能と表明した診療所には専門医療機関からの逆紹介も行う） 

4. 周辺症状が著しい患者の受け入れ先病院・施設の選定 

5. 提供可能な地域資源リストの作成（行政担当） 

6. かかりつけ医、相談医、在宅相談機関むけの認知症診療のための研修会の開

催 

 以上の課題に現在取り組んでいる最中である。1, 2 の情報交換シートは下図の

ように、在宅相談機関⇔相談医（かかりつけ医）⇔専門病院が双方向に情報を

やりとりできるようにすることが必要であるとの認識に至った。 

 認知症患者を診療するうえで、専門医療機関に患者が集中してしまうと、多

数の患者に対応することができない。一方、かかりつけ医（もしくは相談医）

は認知症診療の知識、技術の不足、在宅支援等の対応に十分対応することがで

きないため、積極的な診療を避ける傾向がある。また、行政を含む在宅相談機

関は、医療（相談医療機関と専門医療機関）への連携の困難（受診しようとし

ない患者の問題と上記医療機関側の問題）、認知症に対する知識の不足（相談員

の個人差が大きい）など、それぞれの職域で認知症患者への対応に困難を抱え

ている。これを解消するよう努めるのが本連携体制構築の目的である。 

 脳卒中、心筋梗塞、癌、糖尿病といった医療連携では、病診連携や病病連携

など医療機関間の連携が主体であるが、認知症連携の場合、医療機関の連携に

加えて、在宅支援部門（福祉、介護など）との連携が必須である。本連携事業

では、地域包括支援センターや在宅介護支援センター、介護保険や地域資源の

利用にかかわる行政が連携に参画している点に意義がある。文書による情報交

換、研修等による各職域の認知症対応技術の向上、地域住民に対する認知症の

啓発活動等、“街ぐるみ”で認知症患者に対応する包括的なシステムの構築を目

指すのが本事業の特色である。 

 今後、情報の有機的連携を実現するためにホームページを作成し、各診療所、

専門医療機関、在宅相談窓口の受診可能状況を掲載し、受診希望者に最新の情

報を提供すること。また、連携開始後に、武蔵野市、三鷹市各医師会の受診患

者数、専門医療機関（杏林大学医学部付属病院もの忘れセンター、武蔵野赤十

字病院）受診患者数、行政相談窓口受診件数など実態調査を行い、連携前後で

の受診患者数の動向の変化、患者、患者家族の満足度、課題・問題点について

調査することが必要である。 

 

④長寿ドックにおけるデータの充実(徳田) 

長寿ドックの受診者については、血液・尿検査、生理学的検査、がんの早期発見に
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関する検査が行われるのみならず、老年疾患データベースで登録される CGA 関連指

標や加齢にともなって増加する代表的疾患である認知症や骨粗鬆症、さらには動脈

硬化性疾患についてもさまざまなデータが得られている。これらのデータを用いて、と

くに CGA関連指標におよぼす各種検査データの影響について解析した。 

   

１）血清クレアチニン値とサルコペニア関連項目との関連性 

 サルコペニア関連項目の記述統計量は次の通りであった。上腕周囲長：男性

27.5 + 2.4 cm, 女性 26.3 + 2.7 cm;上腕筋面積 男性 50.1 + 8.4cm2, 女性 37.1 

+ 7.1 cm2;上腕筋周囲長 男性 24.4 + 5.7 cm, 女性 20.9 + 5.3 cm;上腕三頭筋

皮下脂肪厚 男性 9.85 + 17.2 cm, 女性 17.04 + 18.4 cm。男女別にこれらと血

清クレアチニン値との相関を検討したところ、いずれの項目についても有意な

相関関係は認められなかった。そこで、男女を合わせて改めて相関関係を検討

したところ、上腕周囲長 r=0.199, p=0.039; 上腕筋面積 r=0.502, p<0.001; 

上腕筋周囲長 r=0.203, p<0.001; 上腕三頭筋皮下脂肪厚 r=-0.114, p=0.039 

といずれも有意な相関関係を認めた。次に、これらサルコペニア関連項目の中

で最も血清クレアチニン値と強い相関を認めた上腕筋面積について回帰分析を

行い、R2=0.252 p<0.001 と有意差を示した。 

２）データベース上のその他の項目と上腕筋面積との相関 

 呼吸機能や BMI などの体格関連項目および赤血球数、血色素、総たんぱくな

ど栄養状態を反映する項目との相関関係が見られた。一方、BNP や NTx および

骨型 ALP と弱いながら負の相関を示した。また、CPK とは正の相関が見られた。 

 

長寿ドックにおいては、治療中の疾患があるなどの健康上の問題を持ってい

ても、現在日常生活に支障を感じていない水準の高齢者に関する情報がデータ

ベース化されている。高齢者における喫緊の健康課題の一つであるサルコペニ

アの関連項目として、上肢の筋・皮下脂肪がデータベース化されていたため、

筋肉量を反映する簡易なマーカーとしての血清クレアチニン値の測定意義を検

証した。結果として、上腕筋面積と最も強い相関関係が見られ、今後、サルコ

ペニア患者群における測定値を収集することの意義が確認された。また、長寿

ドックにおいては全身筋肉量を反映する体組成分析を開始することが計画され

ており、重要なデータの蓄積が期待される。なお、血清クレアチニン値と上腕

筋面積の相関については、男女別に分析すると認められなくなり、今回は男女

を合わせた結果で分析を行ったが、一層のデータ蓄積が重要と考えられる。 

血清クレアチニン値以外の項目における分析から、体格が大きいほど、骨量

が多いほど、栄養状態がよいほど上腕筋面積は大であるといえる。さらに心臓

負荷を示す BNP や骨代謝マーカーである NTx および骨型 ALP と弱いながら負の
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相関を示したことは、サルコペニアが循環器系や骨の脆弱性と関連することを

示唆する所見と考えられる。これら一連の変化は加齢における身体変化の本質

を見ている可能性があり、注目すべき知見である。一方、血清カリウム値とも

正の相関関係が見られた。血清即ち細胞外液のカリウム濃度は直ちに全身のカ

リウム量を反映するものではないが、閉経後女性の除脂質重量(fat-free mass)

および身体的活動量と全身カリウム量との関連を示唆する報告(Hansen RD & 

Allen BJ: Am. J. Clin. Nutr. 75:314-320, 2002)が見られ、今後の検討を要

する注目すべき事項と考えられた。 

 

⑤高齢者医療における看護技術の標準化に関する検討(北村) 

国立長寿医療研究センターにおける排泄、口腔・摂食嚥下、転倒転落、褥瘡、ター

ミナルケア、認知症の専門看護グループに対して、若手看護師に習得させたい高齢

者看護に関する知識や技術を調査した。調査対象は各グループのリーダーとし、回答

にあたってはそれぞれのグループ内での協議内容を反映させてよいこととし た。この

調査内容をふまえて、「高齢者看護ガイド」の内容を決定し、各グループに原稿作成を

依頼した。日常業務の現場で活用することを念頭に、大きさはＡ6 判とし、図表を多数

採用した。 

 平成 22 年度に行った「高齢者看護ガイド」に関するアンケートの配付対象は 157

名（回収 149 名 回収率 94.9％）であり、平均年齢 37.6 歳、卒後年数平均 15.3

年、当センター勤務年数平均 8.2 年であった。対象者全員のハンドブックの有用

性に関する評価で６つの内容とも「役に立っている」と「尐し役に立っている」

を合わせるといずれも 50％前後でほとんど差はみられなかった。内容に関する

全体の評価は褥瘡予防と転倒・転落予防、摂食嚥下・口腔ケアの３つが「わか

りやすい」「尐しわかりやすい」を足すと全体の 60％を超え、残り３つの内容に

関しても「わかりやすい」「尐しわかりやすい」を足すと 50％超えていた。看護

職員全体からの高齢者看護実践ガイドに対する改善要望事項は、新人が携帯し

やすい A6 版サイズとしたために「字が小さい」「印刷の見にくいところがある

ので改善して欲しい」が主で、内容に関しては「わからない時に見直せる」「基

本を再確認した」「新人にわかりやすく書いてある」等と評価していた。 

 次にハンドブックを実際の利用対象者である当センター新採用者のアンケー

ト結果は、対象者数 7 名（平均年齢 24.3 歳）が有用性をどのように評価したか

というと、「役に立っている」と「尐し役に立っている」の合計が排尿障害看護

や摂食嚥下・口腔ケア、認知症看護は 100％であったのに対し、ターミナルケア

は「役に立っている」と「尐し役に立っている」を合わせても 42.9％にしかな

らなかった。また、わかりやすさに関しては、排尿障害看護が「わかりやすい」

が 100％、摂食嚥下・口腔ケアや認知症看護は「わかりやすい」85.7％、「尐し
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わかりやすい」が 14.3％であった。 

 一方、ターミナルケアと褥瘡予防看護は「わかりやすい」が 71.4％と最も低

く、ターミナルケアと転倒・転落予防では「どちらともいえない」という回答

も見られた。 

 最後に「高齢者実践ガイドを携帯しているか」の問いには、新人７名中 5 名

（71.4％）が携帯していた。 

 アンケート結果より、高齢者実践ガイドは当センターの新人看護師にとって

利用しやすいものであったと考える。しかし、内容のわかりやすさについては

大きな差があり、これは経験の有無が影響していると思われる。例えば、毎日

のようにその技術を使用する排尿障害看護に比べ、ターミナルケアは経験回数

が尐ないため差が生じたと考えられた。今後もさらに高齢者特有の看護内容を

精選し、新人看護師が活用できるハンドブックに改善が必要である。 

⑥高齢者医療におけるチーム医療の在り方に関する研究(佐竹) 

国立長寿医療センター病院スタッフ全員を対象とするアンケート調査(「長寿医療セ

ンター医療系職員におけるチーム医療に関する意識調査」)を行った。なお、「チーム

医療」という用語は、「異なる知識と情報を持つ者同士が、その知識と情報に基づいて

自由にコミュニケートし合う中で最適な医療をみつけていく行為」ととらえた。アンケート

の本文はA4用紙4枚にわたるものである、2009年 11月末までにほぼ100%の回収率

を得た。その結果、チーム医療における合同カンファレンスの重要性は認識され

ていたが、どの職種も時間の確保が難しく、多職種協働カンファレンスの実行

が困難な状況が確認された。 

以上の現状をもとに、平成 21 年度は国立長寿医療研究センター高齢者総合診

療科病棟において、毎朝 30 分に限定したカンファレンスを試行した。高齢者総

合診療科医師 4 名を一人ずつ曜日ごとに割り振り、医師ごとの担当患者すべて

（4～8 名/医師）について問題点や治療方針を話し合った。カンファレンスの進

行は、進行係（司会）、記録係り、タイムキーパーを決め、1 患者 5 分以内の議

論を行った。カンファレンスにおける各職種の役割は表 1に示した通りである。

短時間合同カンファレンスを 6 ヶ月間施行した後、従来行っていた週 1 回の医

師・看護師合同カンファレンスと比べ、その有用性と問題点につき、看護スタ

ッフにアンケート調査を行った。短時間カンファレンス開始 6 か月後、15 名の

看護スタッフに対し、今回試行した短時間合同カンファレンスが、従来のカン

ファレンスと比較して有効であるか否か、また業務への影響、今後のカンファ

レンスのあり方についてアンケート調査を行った。短時間カンファレンスが有

効であると考える看護スタッフは、15 名中 12 名あり（80.0%）、ほとんどの看

護スタッフは週に 1 度のカンファレンスよりも有効と考えていた。従来のカン

ファレンスの方が有効と答えた者はおらず、どちらとも言えないが 3 名（20%）
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あった。有効と考える理由（複数回答）は、治療方針の確認ができると答えた

人が最も多く 10 名（67%）で、問題解決がその場で行えること 9 名（60%）、

疾患についての情報収集が行えること 8 名（53.3%）の順であった。カンファレ

ンスの利益についての質問（複数回答可）では、医師と情報共有できることが

13 名（86.6%）、全体像がわかることが 9 名（60.0%）、他職種との連携を意識

できると答えた者および専門的な関わりを意識できると答えた者はそれぞれ 3

名（20.0%）であった。業務への影響についての質問では、負担が増加したと答

えたスタッフは 8 名（53.3%）で、時間的な負担を挙げていた。一方、よい影響

を挙げたスタッフが 3 名あり、「カンファレンスにより先まで考えてケア計画を

立てられる」、「今までよりも患者に合ったケアが選択できる」、「ゴールを明確

にしやすくなり、疑問が解決できるようになった。」と答えていた。チーム医療

参加の実感についての質問では、15 名中 9 名（60.0%）が以前よりも実感が増

えたと答えていた。カンファレンスの時間は、ちょうどよいが 7 名（46.7%）、

中途半端が 2 名（13.3%）、長いが 6 名（40%）であった。今後のカンファレン

スの在り方への提案としては、医療ソーシャルワーカー（MSW）の参加が望ま

しいと回答するものが多かった。 

 高齢者総合診療科病棟に入院する患者の特徴は、介護必要度が高く、急性感

染症で入院した後、ADL 低下や栄養不良などで入院が長期化しやすいことが挙

げられる。カンファレンス開始当初 3 か月の記録でも、117 名の入院患者のうち

2 週間以上入院した患者が 74 名あり、このうち要介護 3 以上の患者が 34 名

（45.9%）あった。このような介護必要度の高い高齢者の抱える問題は、若年者

と異なり、個別性が高く複雑であることが多い。感染症治癒後の食欲不振や体

力低下・ADL 低下、これに伴う介護問題、年齢に伴う終末期の対応、療養環境

の調整のための家族や介護関係者との頻回の面談など、手間や時間のかかる問

題が多く存在する。さらに、侵襲や負担のかかる検査が行えないことも多く、

客観的なデータに基づく判断ができず、ゴール設定が困難になることもある。

このような多様な障壁に対応するには、多職種協働が必要不可欠であり、密接

な情報交換・意見交換が重要である。これにより、高齢者に対する医療・介護

の質の向上や無益な治療のさし控えなど、医療費抑制にも繋がることが期待さ

れる。 

緊急入院の尐ない療養型病院では、介護ケアの話し合いが時間をかけて行わ

れることが多いが、急性期病院では救急患者と急性期を乗り越えても身体問題

をかかえる患者が混在し、ややもすると若年者に対するような一面的な治療の

みとなり、医療の質を落とすことになりかねない。この意味で、すべての患者

の状況を患者に関わる医療スタッフが、情報を確認しながら共有することは、

大変に重要であると考える。 
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 介護度の高い高齢者に対する多様な問題に対し、短時間での多職種カンファ

レンスという「ライブ」での話し合いにより、新しい視点からの問題解決が可

能になる症例も経験することができた。このような経験の積み重ねが、多様な

問題対処能力を高め、臨床的な「知」の蓄積につながると考えられた。このよ

うに教育的な意味でも、多職種カンファレンスが重要である。 

 患者に最も近い看護スタッフの意識は、カンファレンス開始当初は時間的な

負担とカンファレンスの有効性への疑問から、否定的な意見も多くあった（結

果は示していない）。しかし 6 ヶ月後の意識調査では、従来のカンファレンスよ

りも有効であると考えるスタッフが 80%となった。業務への負担は約半数強が

時間の負担をあげたが、医師との情報共有や全体的な治療の方向性が確認でき

る、などの利点を認識していた。また、カンファレンスでの内容を看護ケア計

画へ反映することができ、長期的な展望に立った計画立案を行えるようになっ

たという意見もあった。今後の在り方としては、カンファレンスで話し合われ

る問題の頻度からも（結果は示していない）、療養に関する話し合いが多いため、

MSW の参加は必要不可欠であると思われる。また、時間制限のために、込み入

った問題を議論することが困難なこともあり、このような場合には、個別のカ

ンファレンスを行うことも必要と思われた。 

 

⑦高齢者の退院時服薬指導の有効性に関する調査研究(古田) 

調査項目として、服用薬剤(薬剤数、薬効分類など)、高齢者に注意が必要な薬剤

の投与状況(Beers の分類や日本老年医学会の提言を参照)、服薬コンプライアンス、

調剤方式(PTP・一包化など)、薬剤管理方法(セットケースの使用など)、服薬管理能力

(J-RACT, RCS, MMSE などを指標とする)、服薬管理者(本人・家族・施設職員など)、

副作用(原因薬剤、服用期間、症状など)、薬原性有害事象を選定した。退院時をベー

スラインとして、退院後の一定期間後までのイベント発生の有無をエンドポイントとし

た。  

 退院時服薬指導を行った66人についてその後の処方薬剤の変化や再入院の頻

度などについて入院および外来患者データベースを元に後ろ向きに調査を行っ

た。66人中、退院後も継続的に当センターを外来受診し経過を追跡できた患者

は57人であった。退院後の処方薬剤数の変化は、全体では平均－0.2剤と減尐し

ていた。退院時の服薬数が0-4剤の患者は平均＋0.6剤と増加し、5-9剤では平均

－0.1剤、10剤以上では－1.8剤と減尐する傾向があった。再入院の頻度は、退

院時の服薬数が0-4剤の患者は平均0.6回、5-9剤では平均1.3回、10剤以上では

平均1.8回であった。また、退院時にBeers Criteria日本版に掲載されている

薬剤を服用していた患者では再入院の頻度が平均1.9回、服用していない患者で

は平均0.8回であった。 
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 退院後の処方薬剤数の変化は、処方薬剤が尐ない患者では増加し、多い患者

では減尐する傾向が見られた。処方薬剤が多い患者ほど減尐する薬剤数も多く、

全体として6剤前後に収束する傾向にある。これは、6剤以上では薬物有害作用

の発現頻度が高まるという秋下らの報告による影響かもしれない。増加した薬

剤は、循環器系薬剤や下剤、NSAIDｓが多く、原疾患の悪化や併発症の発症など

が薬剤増加の原因と考えられる。一方、減尐した薬剤は下剤、睡眠導入剤、消

化器系薬剤が多かった。入院中の環境変化などによる一時的な薬剤の使用があ

ったと思われる。また、下剤は増加、減尐ともに多く、高齢者では排便コント

ロールが困難であると考えられる。 

 服用薬剤数が多いほど、再入院の頻度が高い傾向が見られた。高齢者は複数

の疾患に罹患していることが多く多剤投与に陥りやすいが、75歳以上の高齢者

では生理機能の低下などから薬物有害作用の発現頻度は15％以上に達するなど

加齢に伴い薬物有害作用の発現頻度が上昇する傾向があるとの報告もあり、再

入院は薬剤による有害作用が原因の一つと考えられる。また昨年度の調査結果

より、高齢者が多くの薬を正しく服用することは困難であると考えられるため、

服薬管理能力の低下が誤服用をもたらし、原疾患の悪化やそれに付随する合併

症が再入院の要因になり得ると考えられる。このため、高齢者に対する薬物療

法では、処方薬剤数を減らす、服用方法を簡潔にして誤服用を減らす、患者の

服薬管理能力に適した調剤方法の工夫、服薬管理訓練などにより薬剤有害作用

を減らす取り組みが必要であると思われる。 

 高齢者が服薬管理するうえで考慮しなければならない点に薬剤の服用開始時

期とその時点での認知機能が考えられる。服薬期間により服薬が生活習慣と認

識されているか、その際に薬剤の薬効などアドヒアランスが良好であったかな

どが影響するものと考えられる。PTP包装による自己管理と一包化による服薬管

理ではその後の服薬管理能力に影響するものと推察される。事実、PTPで服薬管

理していた高齢患者では一包化によって薬剤の区別が困難になる場合がある。

一方、一包化に慣れた患者では服用時期だけに注意を払えばよいため、PTPによ

る服薬管理は困難となることがある。そのため生活習慣と同様に薬剤を服用す

る習慣など薬剤を服用するに至った経緯が個々に異なるためきめ細かな配慮が

必要となり、オーダーメイド医療の必要性を強く感じる。また、退院後に薬剤

が増加する患者に対しては、在宅での服薬管理が継続して行えるように病院薬

剤師が訪問するか、もしくは在宅薬剤師との連携により入院中と同様の服薬管

理が行えるよう薬薬連携の体制づくりが不可欠と考える。さらに、医師や訪問

看護師、ヘルパーなどとの連携も必要となる。 

 高齢者では服薬管理能力の個人差が大きく、それは認知機能や運動機能の低

下、それまでの服薬習慣などが影響している可能性がある。初期の段階から良
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好なアドヒアランスを保つよう服薬管理を重視した薬剤管理指導を行うことが

必要である。また、アドヒアランスが良好な患者であっても、認知機能や運動

機能の低下や服用薬剤の変化などにより服薬管理能力が低下してくることもあ

るため、その時点での個人の能力や習慣を重視した服薬管理が行えるように薬

剤師が支援する必要があり、入院・外来を問わず、服薬管理に対する指導や残

薬チェックが重要と考える。特に高齢者にとって退院後の服薬管理は、病院薬

剤師と在宅薬剤師との連携が重要な役割を果たすものと考え、今後地域連携も

視野に入れた訪問薬剤管理指導の実践を検討する必要がある。 

 

D. 結論 

 老年疾患データベースと高齢者医療の標準化を軸に多面的な研究が行われた。 

 

E. 健康危険情報 

 なし 
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二：釣藤散、抑肝散加陳皮半夏にて心不全を発症した脳血管性認知症の 1 例．

第 29 回認知症学会．名古屋，2010 年 11 月． 

（佐竹先生） 

1.佐竹昭介、細井孝之：長寿医療研究センター医療系職員における多職種協働に

対するアンケート調査 第 21 回日本老年医学会東海地方会 2010 年 10 月 名古

屋 

2.小出由美子、佐竹昭介、山岡朗子、渡辺 哲、石橋謙一郎、星山明代、金子

康彦、村崎明広、宮城笑美子、村山祐子、細井孝之：NST 依頼のあった認知症

患者の問題点とその対応 第 26 回日本静脈経腸栄養学会 2011 年 2 月 名古屋 

3.小出由美子，溝神文博，古田勝経、遠藤英俊：高齢患者の多剤併用における実

情と課題．第 20 回日本老年医学会東海地方会，名古屋，2009.10.17 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・老録状況 

（予定を含む。）  

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 




